
様式第４－６－１号
入札参加資格審査調書（個別資格要件）（設計を担う者）
事業名：福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業
	所在地
	郵便番号（　　　　－　　）


	
	TEL
	
	FAX
	

	
	E-mail
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	

	種別
	　代表企業　・　構成員

	本事業における
担当内容
	


	添付書類
	・「福岡市・水道局・交通局競争入札有資格者名簿（種別：委託）」の申請区分業種「土木設計」，「建築設計」又は「設備設計」に登載されている者，又は「福岡市・水道局・交通局特定調達契約等に係る競争入札有資格者名簿」の種別：「委託」，申請区分業種「土木設計」，「建築設計」又は「設備設計」に登載されている者であり，当該名簿（「福岡市・水道局・交通局特定調達契約等に係る競争入札有資格者名簿」の場合は当該登載）の有効期間内にこの入札の公告日又は開札日が含まれていることを証する書類。（入札参加資格確認申請書等提出期限日までに名簿記載がない場合は，競争入札参加資格審査申請書の写し）


※設計を担う者のうち少なくとも１社は，平成１７年４月１日から入札参加資格確認申請書等提出期限日までの間に完了した，燃料化設備（乾燥・炭化），溶融設備または焼却設備（いずれも下水汚泥を原料とした設備処理能力が２５t／日以上に限る。）のいずれかの新設工事（国内工事にあってはＣＯＲＩＮＳ登録工事）に係る元請の実施設計の実績を有すること。
	事業名称
	

	所在地
	

	発注機関名
	

	工期
	平成　　年　　月　　日　～　　平成　　年　　月　　日

	設備種別
	燃料化設備（乾燥・炭化）　　溶融設備　　焼却設備

	設備能力
	

	工事概要等
	

	契約金額
	

	受注形態
	単体　・　共同企業体

	当該実績を
証する書類
	ＣＯＲＩＮＳに登録されている工事については，登録データ（竣工時工事カルテ）を提出すること。なお，登録データでは資格要件の実績を有することが判断できない場合，又はＣＯＲＩＮＳに登録されていない工事については，図面や発注者の証明書等，資格要件が確認できる資料を添付すること。


※　設計業務を行う企業が複数ある場合は，企業ごとに本様式及び添付書類をまとめて作成し，様式番号に枝番を
付加すること。（例　様式第４－６－１号－１）
· 工事概要等の欄には，工事の施工実績について，資格があることを判断できる内容を記載すること。

様式第４－６－２号
入札参加資格審査調書（個別資格要件）（施工を担う者）
事業名：福岡市西部水処理センター下水汚泥固形燃料化事業
	所在地
	郵便番号（　　　　－　　）



	
	TEL
	
	FAX
	

	
	E-mail
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	

	種別
	　代表企業　・　構成員

	特定建設業
許可番号
	

	経営事項審査
総合評定値
	機械器具設置工事　・　土木一式工事　・　建築一式工事　・　電気工事
その他（　　　　　　）
	
	点

	本事業における
担当内容
	


	添付書類
	・「福岡市・水道局・交通局競争入札有資格者名簿（種別：工事）」に登載されている者，又は「福岡市・水道局・交通局特定調達契約等に係る競争入札有資格者名簿」の種別：「工事」に登載されている者であり，当該名簿（「福岡市・水道局・交通局特定調達契約等に係る競争入札有資格者名簿」の場合は当該登載）の有効期間内にこの入札の公告日又は開札日が含まれていることを証する書類。（入札参加資格確認申請書等提出期限日までに名簿記載がない場合は，競争入札参加資格審査申請書の写し）

	
	・建設業許可通知書等の建設工事に係る特定建設業の許可を受けた者であることを証する書類。

	
	・上記の建設工事の種類に応じた経営事項審査証明書。


※施工の担う者のうち少なくとも１社は，平成１７年４月１日から入札参加資格確認申請書等提出期限日までの間に完了した，燃料化設備（乾燥・炭化），溶融設備または焼却設備（いずれも下水汚泥を原料とした設備処理能力が２５t／日以上に限る。）のいずれかの新設工事（国内工事にあってはＣＯＲＩＮＳ登録工事）に係る元請の施工実績（共同企業体としての実績は代表者としてのものに限る。）を有すること。
	事業名称
	

	所在地
	

	発注機関名
	

	工期
	平成　　年　　月　　日　～　　平成　　年　　月　　日

	設備種別
	燃料化設備（乾燥・炭化）　　溶融設備　　焼却設備

	設備処理能力
	

	工事概要等
	

	契約金額
	

	受注形態
	　　単体　・　共同企業体（出資比率　　　%）

	当該実績を
証する書類
	ＣＯＲＩＮＳに登録されている工事については，登録データ（竣工時工事カルテ）を提出すること。なお，登録データでは資格要件の実績を有することが判断できない場合，又はＣＯＲＩＮＳに登録されていない工事については，図面や発注者の証明書等，資格要件が確認できる資料を添付すること。


※　施工業務を行う企業の施工実績は，共同企業体の構成員としての実績（出資比率が最大であるもの
に限る）にあっては，出資比率を必ず明記すること。
※　施工業務を行う企業が複数ある場合は，企業ごとに本様式及び添付書類をまとめて作成し，様式番
号に枝番を付加すること。（例　様式第４－６－２号－１）
※　工事概要等の欄には，工事の施工実績について，資格があることを判断できる内容を記載すること。

